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平成27年12月25日 
各 位 

三重県四日市市日永二丁目３番３号 
アップルインターナショナル株式会社 
代表取締役会長兼社長 久保 和喜 

（コード番号：２７８８ 東証二部） 
問合せ先 取締役管理本部長 清水 茂記 

ＴＥＬ（059）347-3515 

 

 
「内部統制システム構築の基本方針」の一部改定に関するお知らせ 

 

 

当社は、平成 27 年 12 月 25 日開催の取締役会において、「内部統制システム構築の基本方針」を下記の

とおり一部改定することを決議いたしましたので、お知らせいたします。 

 

記 

 

「内部統制システム構築の基本方針」 

（下線部分は改定箇所です。） 

１．取締役及び従業員の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制 

 取締役及び従業員が業務を執行する上で、法令及び定款に適合し、かつ企業としての社会的責任を果た

すことを最重要と位置付け、企業理念、経営方針に則り、代表取締役社長が繰り返しコンプライアンスの

重要性を役職員に伝えることにより、法令遵守をあらゆる企業活動の前提とすることを徹底いたします。 

 コンプライアンス担当部署を管理本部とし、全社的なコンプライアンス体制の整備及び問題点の把握に

努めるとともに、マニュアル及び関連する法令等を社内に周知徹底させ、企業倫理の遵守と誠実な企業運

営の浸透を図ります。 

 取締役及び従業員がコンプライアンス上の問題を発見した場合は、すみやかに担当部署に報告する体制

とし、重大性に応じて取締役会が再発防止策を決定するなど、全社的にその内容を周知徹底いたします。 

 社長直属の内部監査室は、コンプライアンスの状況を定期的に監査し、社長に報告いたします。 

 

２．取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制 

 取締役の職務の執行に係る情報については、「文書管理規程」に従い、保存及び管理を行います。取締

役及び監査役が、常時これらの文書等を閲覧できる体制を整えます。 

 これらの事務については、管理本部長が所管し、運用状況の検証、見直しの経過など定期的に取締役会

に報告いたします。 

 なお、業務を効率的に推進するため、業務システムのＩＴ化を推進いたします。 

 

３．損失の危険の管理に関する規程その他の体制 

 各部署の業務に付随するリスク管理は当該部署が行い、全社的なリスク管理については「リスク管理規

程」を制定し、管理本部が管理を行います。 

 内部監査室は「内部監査規程」に基づき、定期的に内部監査を実施し、その結果を社長に報告いたしま

す。 
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 リスクが顕在化し、重大な影響を及ぼすと予想される場合、対応責任者として担当役員を定め、迅速か

つ適切な情報伝達と対応が可能な体制を構築いたします。 

 

４．取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制 

 取締役会は経営理念に基づき、この実現に向け中期経営計画及び年度経営計画を策定し、全社的な目標

を定めます。 

 取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制として、取締役会を毎月１回開催し、

また、必要と認められるときには臨時で適宜開催いたします。 

 取締役会の決定に基づく業務執行については、「組織規程」、「職務分掌規程」、「職務権限規程」に

おいて、それぞれの責任者及びその責任、職務執行手続きの詳細について定めます。 

 ＩＴの活用により随時業績状況をデータ化し、取締役会の迅速かつ適切な意思決定に寄与いたします。 

 

５．当社及びその子会社から成る企業集団（以下「当社グループ」という）における業務の適正を確保す

るための体制 

（１）子会社の取締役の職務の執行にかかる事項の当社への報告に関する体制 

子会社は、原則取締役会及び監査役設置会社とし、子会社における業務の適正性を監視できる体制とい

たします。 

子会社に対して当社の内部監査室が直接監査し得る体制とし、内部監査室は直接当社の代表取締役に報

告する体制といたします。 

当社は、当社グループの取締役および監査役で構成される「内部統制部門定例会議」を定期的に開催し、

グループ全体の情報の共有化と監視を行います。 

 

（２）子会社の損失の危険の管理に関する規程その他の体制 

当社は「リスク管理規程」を制定し、当社グループのリスク管理を行います。 

 

（３）子会社の取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制 

当社は、子会社の効率的な業務遂行に資することを目的に、当社グループの管理運営に関する基本的事

項を含む「関係会社管理規程」を制定いたします。 

 

（４）子会社の取締役及び従業員の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制 

当社は、当社が制定する企業理念、経営方針に基づき、子会社の取締役及び従業員が社会的役割と責任

を果たすよう努めます。 

当社グループ内における取締役及び従業員の法令・定款等に違反する行為を発見した場合の報告体制と

して、当社グループ共通の内部通報窓口を設置いたします。 

 

６．監査役がその職務を補助すべき従業員を置くことを求めた場合における当該従業員に関する事項並び

にその従業員の取締役からの独立性に関する事項 

 監査役のため、必要に応じて特定の従業員を監査役の職務補助に従事させます。 

 当該従業員は、その職務の遂行に関して取締役の指揮命令は受けないものといたします。 
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７．監査役の上記従業員に対する指示の実効性の確保に関する事項 

当社は、監査役の職務を補助する従業員について、その職務にあたっては、監査役の指示に従うものと

し、その旨を当社の取締役及び従業員に周知徹底いたします。 

 

８．取締役及び従業員が監査役に報告をするための体制、その他の監査役への報告に関する体制 

 取締役及び従業員は、監査役に対して、法定の事項に加え、全社的に重大な影響を及ぼす事項が発生す

るおそれがある、あるいは発生した場合、また、取締役による違法又は不正な行為を発見したとき、その

他監査役がその職務遂行上、報告を受ける必要があると判断した事項について、すみやかに報告、情報提

供を行うものといたします。 

また、子会社の取締役及び従業員は、当社の監査役に対して、当社グループに重大な影響を及ぼす事項

が発生するおそれがある、あるいは発生した場合、また、取締役による違法又は不正な行為を発見したと

き、その他監査役がその職務遂行上、報告を受ける必要があると判断した事項について、すみやかに報告、

情報提供を行うものといたします。 

 

９．監査役への報告をした者が当該報告をしたことを理由として不利な取り扱いを受けないことを確保す

るための体制 

当社は、監査役への報告をした当社グループの従業員に対し、当該報告をしたことを理由に不利な取扱

いを行うことを禁止し、その旨を当社グループの取締役および従業員に周知徹底いたします。 

 

１０．監査役の職務の執行について生ずる費用等の処理に係る方針 

当社は、監査役がその職務の執行に関し、費用の前払い又は償還等の請求をしたときは、当該請求に係

る費用などが当該監査役の職務の執行に必要でないことを証明した場合を除き、速やかに処理いたしま

す。 

 

１１．その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制 

 当社は、監査役監査に対する理解を深め、監査役監査の環境を整備するよう努めるとともに、監査役の

職務である取締役会をはじめとする重要な会議への出席、重要な決裁書類の閲覧、必要に応じて取締役及

び従業員の説明を求めるなどの職務が円滑に行える体制を整えます。 

また、代表取締役社長及び監査法人とそれぞれ定期的な意見交換会を開催することといたします。 

 

１２．財務報告の適正性を確保するための体制 

 当社は、金融商品取引法に則り、財務報告の信頼性に係る内部統制を整備、運用するとともにその有効

性を評価し、財務報告の適正性を確保するための体制を整えております。 

 

１３．反社会的勢力の排除に向けた体制 

 当社は、上場企業としての社会的責任を果たすため、経営の健全性、経営の透明性、経営の迅速性を通

じて、株主をはじめステークホルダーから支持される企業風土を構築していくことが重要であると認識し

ております。 

 当社は、この社会性ある企業風土を構築するため、反社会的勢力を排除することを全社的な基本方針に

掲げております。 
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 また、当社は、反社会的勢力を排除するため、新規取引を開始するにあたっては現地訪問や既存顧客か

らの風評聴取などを行い、必要に応じて企業信用調査や取引金融機関の海外拠点などを通じて信用調査を

行い、万全の体制を整えております。 

 しかしながら、反社会的勢力が当社に対して接触及び不当要求などを行うことも可能性として考えられ、

こうした事態が生じた場合には、管理本部がこれに対応し、必要に応じて顧問弁護士や所轄の警察等の外

部専門機関に相談し、適切に処理する体制を整えております。 

 

 

以上 


